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研究期間 平成 19 年度～平成 21 年度 
  
概要 

  人工知能・センサーネットワーク・ユビキタス情報通信の各最新技術を基盤とする、次世代 ICT の中核技術である「実

環境から人の行動に関する情報を抽出して情報世界に取り込む技術」と「取り込んだ情報から人の行動を予測して情報世

界から人に対して様々なインタラクションを能動的に行う技術」の確立を目指した。これらは一般家庭や職場など、人が

習慣的な生活を営む日常生活における、高度な安全安心の確保を実現する新しい情報インフラのための重要な基盤技術と

なる。 

 

Abstract 
The target of this study is proposition of technology to take human behavior information of the real world into the 
information-world by using sensor network and to make the active interaction from the real world to human by 
inferring human behavior. This technology is very important for coming new information infrastructure, which 
maintains our safe and secure daily life. 
 
１．まえがき 
  高度高齢化社会の訪れに伴い、今後家庭内での事故の急

増が懸念されている。乳幼児の全事故の大半が家庭内で発

生していること、そして恒常的に工事などが行われている

工場やプラント等においても、情報伝達が徹底されていな

いが故の事故の発生など、我々の日常生活における安全安

心をどのように確保するかは重要な課題であるが、人手だ

けではその解決は難しい。ICT はこの課題の解決に対する

鍵として期待されているが、これまでの ICT 技術は実世界

の情報についてはこれまでは基本的に範疇外であった。し

かし、日常生活での安全安心を確保するためには、実世界

の様々な情報を情報世界に取り込む必要がある。この状況

において、ユビキタス情報通信・センサーネットワークに

関する研究が現在盛んであるが、センサーデバイスや携帯

電話・PDA 等のハードウェアを中心とする技術革新がリー

ドしており、取り込んだ情報から人の行動を解析し、危険

等をいち早く察知するための要素技術やシステム構築等

に関する研究開発の進展が急務となっている。 

 

２．研究内容及び成果 
 この状況の下、我々は以下 3つの主要なテーマへの取り

組みを行った。 

(1) 実環境からのセンサーネットワークによる、人の振る

舞いに関する情報を収集する基盤の構築 

   

   

  

  

    

   

  

     

   

 

      

    

   

    

 まず最初に取り組んだ課題は実世界からの情報収

集技術である。一般にセンサーネットワークに関する

研究においては無線センサーネットワークに関する

研究が主であるが、人の行動を常に詳細に知覚するこ

とを考えると、無線センサーノードではバッテリや設

置コストの問題から使用することは困難である。そこ

で、本研究の目的に合致するセンサーデバイスの組み

立てや、無駄なセンシングを省いて最適かつ最少なセ

ンシングを行うための各種技術や手法の開発を行っ

た。さらに、従来のセンサーネットワークを用いた実

環境からの情報収集に関する研究においては、どのよ

うにセンサーを敷設したのかなどの情報を既知とす

る研究が多いが、センサーネットワークを次世代 ICT
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としての新しい社会のインフラとして利用するため

には、敷設段階における人手による設定などをなるべ

く不要とすることが望まれる。そこで、センサーネッ

トワークシステムが自律的にセンサー隣接関係を獲

得できるしくみを開発した。更に、センサーデータは

高い個人情報性を持つことから、その安全な取り扱い

を確保するための基盤構築も行った。 

 

(2) 収拾された情報から人の習慣的な振る舞いを抽出す

る手法の確立 

   本研究では、人に個人を識別するための RFID などの

タグを持たせることを想定せず、これも本研究の大き

な特徴である。一般家庭において幼児などに常にタグ

を携帯させることは非現実的だからである。そこで、

上記テーマ(1)にて得られる、個々人の ID を含まない

センサーが反応した時系列データのみから、個々人の

習慣的な振る舞いを抽出する手法を創出した。 

 

(3) 実世界に設置する様々なインタラクションデバイス

において最適なデバイスを最適なタイミングで操作

する技術の確立 

そして、安全安心を実現するためには、収集した情

報から危険を予測し、実際に人が危険に遭遇する前に

危険を除去できなくてはならない。そのためには、家

庭や工場・プラントなど、危険が潜む様々な場所に対

して危険を通知するためのモニターや、壁に情報を投

影する液晶プロジェクターを設置したり、人が危険に

遭遇することを防止するためのドアの開閉を自動制御

したり、同じく人の行動を制止するためアクチュエー

タの設置や様々なインターネット家電を遠隔操作でき

る環境を整備する必要がある。本研究では我々の生活

環境である研究室を対象として実際にインタラクショ

ンデバイスの設置を行った。そして、実世界側から人

に対して、様々なインタラクションデバイスからの能

動的な働きかけを行うための、インタラクションを発

動させるためのしくみを構築した。また、本研究では

「インターユビキタス」の「インター」の部分にも重

要な意味があり、異なる生活環境においても同一のイ

ンタラクションを実現するための枠組みを提案し、簡

単な動作実験を行った。 

 

 個人を識別する ID の携帯を想定しない立場にて推進し

た本研究は、学術的には、センサー隣接関係抽出法におい

てフェロモンコミュニケーションモデルを応用した手法

を提案するなど、生物の情報処理技術応用に関する研究成

果の適用範囲を広げることに貢献したと言える。またイン

タラクションにおいては非同期複数目標プランニング法

の提案に見られるように、プランニング技術の適用先を開

拓し、サンプリング技術や最適なセンシング環境を自動調

整する技術などは、近年におけて要素技術に重点が置かれ

る傾向にあるセンサーネットワーク研究分野に対する、具

体的かつ有用性の高い適用先を開拓したと考えている。 

 

３．むすび 

  現在はセンサーにて収集された情報の提示や、事前に設

定されたインタラクションを行うサービスがほとんどで

あるが、本研究は「センシングとインタラクションによる

人と能動的環境との共生的関係」という、新しい ICT 社会

インフラを目指したものであり、これにより、今後におい

てより知的なインタラクションを目的とするサービスの

展開が大いに見込まれる。一般家庭や高齢者用住居、そし

てオフィス・工場など、人の日常的な生活場面の大半を占

める習慣的な行動が見られる場面において本研究成果の

適用が可能である。このような新しいインフラを波及させ

ることが出来れば、ハインリヒの法則における底辺での危

険の芽を未然に防ぐことでの、大事故発生の未然防止が期

待でき、社会経済に与える影響は大きいと考える。大事故

が発生すると我々はその因果関係を調査するが、因果関係

を深く解明することは現実的には困難である。 
  「風が吹けば桶屋が儲かる」という諺があるが、まさに

これを可能とし、日常のささいな変化を見逃さず、その段

階にて問題を解決してしまおうというのが本研究の目的

であり、事前に想定された大事故を防ぐためのセンシング

ではなく，センシングにより結果的に大事故の発生が防が

れた、ということを可能とするための本研究にて提案した

一連の技術の有用性は大きいと考える． 
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